
【改正後全文】 
 

障害児福祉手当及び特別障害者手当の障害程度認定基準について 
 

昭和６０年１２月２８日 社更第１６２号 

各都道府県知事宛 厚生省社会局長通知 
   

第１次改正 平成１１年障発第２１６号 

第２次改正 平成１３年７月３１日雇児発第５０２号 

障発第３２５号 

第３次改正 平成２３年１月１１日障発０１１１第１号 

第４次改正 平成２３年８月９日障発０８０９第３号 

                 第５次改正 平成２５年５月１０日障発０５１０第３号 
                 第６次改正 平成２６年５月２０日障発０５２０第３号 
                 第７次改正 平成２７年６月１９日障発０６１９第３号 
 
 
先般、国民年金法等の一部を改正する法律（昭和６０年５月１日法律第３４号）により、特別 

児童扶養手当等の支給に関する法律の一部が改正され、福祉手当制度が再編されるとともに、新 

たに特別障害者手当制度が創設され、昭和６１年４月１日から実施されることに伴い、標記の手 

当の支給対象となる障害の程度に関する認定の基準を別紙のとおり定めたので、その運用につい 

て遺憾のないよう取り計らわれたい。 

なお、これに伴い、昭和５０年８月１３日社更第１１４号本職通知「福祉手当の障害認定基準 

について」は、昭和６１年３月３１日で廃止する。 
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別 紙 

障害児福祉手当及び特別障害者手当の障害程度認定基準 

第一 共通的一般事項 

１ この認定基準は、特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令（以下「令」という。第 

１条第１項及び第２項に該当する程度の障害の認定基準を定めたものであること。 

２ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（以下「法」という。）第２条第２項及び第３項 

にいう障害の状態とは、精神又は身体に令第１条第１項及び第２項に該当する程度の障害が 

あり、かつ、その障害が永続性を有するか、又は長期にわたって回復しない状態をいうもの 

であること。 

３ 障害程度の認定は、原則として、別添に定める障害児福祉手当認定診断書及び特別障害者 

手当認定診断書（以下「認定診断書」という。）によって行うこと。 

なお、精神障害その他の疾患で当該認定診断書のみでは認定が困難な場合にあっては必要 

に応じ療養の経過、日常生活の状況の調査、検診等を実施した結果に基づき認定すること。 

４ 認定診断書は、身体障害者福祉法に規定する指定医師等該当する障害又は病状に係る専門 

医の作成したものとするよう指導すること。 

５ 視覚の測定及び聴覚等の測定においては、その障害程度の認定が、実際上極めて困難な場 

合があるので、偽病に注意して慎重に行うものとし、必要に応じて複数の医療機関等での判 

定に委ねることが望ましいこと。 

６ 肢体不自由についての障害の程度に当たっては一時的に得られる瞬間的能力をもって判定 

するものではなく、当該機能障害全般を総合した上で判定するものとし、個々の障害の程度 

について認定することが不可能な場合は、認定基準及び認定診断書の内容に基づき、日常生 

活動作の困難度等について、総合的に判断するものとする。  

なお、疼痛による機能障害を有するものについては、その疼痛が認定診断書により客観的 

に立証しうるものであれば機能障害として取り扱うものとする。 

７ 実施機関において、障害程度の認定に関し疑義を生ずる場合においては当該障害程度の認 

定について都道府県知事に必要に応じて照会すること。 

８ 障害の程度についての認定の適正を期すため、必要に応じ期間を定めて認定すること。 

第二 障害児福祉手当の個別基準 

令別表第１に該当する障害の程度とは次によるものとする。 

１ 視覚障害 

⑴両眼の視力の和が０．０２以下のもの 

ア 試視力表の標準照度は、２００ルクスとする。 

イ 屈折異常のある者については、矯正視力によって測定するが、矯正視力とは、眼科的 

に最も適当な常用しうる矯正眼鏡（コンタクトレンズを含む。）によって得られた視力 

をいう。 

ウ 両眼の視力の和とは、両眼視によって累加された視力ではなく、両眼のそれぞれの視 
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力を別々に測定した数値の和をいう。 

⑵ 両眼の視力の和が０．０３又は０．０４であり、かつ、視野障害が全視野の２分の１以 

上に及ぶ障害のため、令別表第１第１号と同程度以上と認められ、日常生活の用を弁ずる 

ことを不能ならしめる程度のものであるときは、令別表第１第８号に該当するものとする。 

ア 視野は、フェルステル氏視野計若しくは平面視野計又はこれに準ずるものを用いて測 

定する。 

   イ 視野障害が全視野の２分の１以上に及ぶものとは、白色視標による合同視野の生理的 

限界の面積が２分の１以上欠損している場合をいう。 

なお、この際の面積は数量的に厳格に計算しなくてもよいが、視野表に関する診断書 

の記載が必要である。 

 

２ 聴覚障害 

⑴ 両耳の聴力が補聴器を用いても音声を識別することができない程度のもの 

ア 聴力レベルは、オージオメータ（ＪＩＳ規格又はこれに準ずるオージオメータ）及び 

言語音によって測定するものとする。 

     ただし、聴覚の障害により特別児童扶養手当を受給しておらず、かつ、身体障害者手

帳を取得していない児童等に対し、令別表第１に該当する診断を行う場合には、オージ

オメータによる検査に加えて、ＡＢＲ検査（聴性脳幹反応検査）等の他覚的聴力検査又

はそれに相当する検査を実施する。また、その結果（実施した検査方法及び検査所見）

を診断書に記載し、記録データのコピー等を提出（添付）するものとする。 

イ 両耳の聴力が補聴器を用いても音声を識別できないものとは、両耳の聴力レベルが１ 

００デシベル以上のもので、全ろうを意味し、重度難聴用の補聴器を用いても、全く音 

声を識別できない程度のものをいう。 

   ウ 聴覚の障害により特別児童扶養手当を受給しておらず、かつ、身体障害者手帳を取得

していない児童等に対し、令別表第１に該当する場合は、オージオメータによる検査結

果のほか、ＡＢＲ検査（聴性脳幹反応検査）等の他覚的聴力検査又はそれに相当する検

査結果を把握して、総合的に認定する。 

   エ オージオメータにより聴力レベルを測定できない乳幼児の聴力の障害による認定につ

いては、ＡＢＲ検査（聴性脳幹反応検査）又はＡＳＳＲ検査（聴性定常反応検査）及び

ＣＯＲ検査（条件詮索反応検査）を組み合わせて実施するものとする。 

    (ｱ) ＡＢＲ検査（聴性脳幹反応検査）又はＡＳＳＲ検査（聴性定常反応検査）の聴力レ

ベルのデシベル値が両耳とも１００デシベル以上、ＣＯＲ検査（条件詮索反応検査）

の聴力レベルのデシベル値が１００デシベル以上のもので、全ろうを意味し、重度難

聴用の補聴器を用いても、全く音声を識別できない程度のものをいう。 

      なお、エにより認定した場合は、原則として当該認定を行った日からおおむね２年

後に再認定を行うこととする。 
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なお、この場合における知的障害の程度は標準化された知能検査による知能指数がおお 

むね３５以下に相当する。 

⑶ 前記⑴及び⑵における機能障害の程度については、次に掲げる程度のものとする。 

ア 両眼の視力の和が０．０３又は０．０４のもの 

イ 両耳の聴力レベルが１００デシベル以上のもの 

ウ 両上肢の機能障害により、次に掲げる動作の２分の１以上について介助が必要なもの 

㋐ 食事 

㋑ 洗面 

㋒ 便所の処理 

㋓ 衣服の着脱 

エ 両下肢の機能障害により、次に掲げる動作の２分の１以上について介助が必要なもの 

㋐ 階段の昇降 

㋑ 室内の歩行 

オ 体幹の機能障害により、次に掲げる動作の２分の１以上について介助が必要なもの 

㋐ 座位の保持 

㋑ 起立保持 

㋒ 立ち上り 

 

第三 特別障害者手当の個別基準 

１  令第１条第２項第１号に該当する障害 

令第１条第２項第１号に該当する障害の程度とは、令別表第２各号に掲げる障害が重複す 

るものとし、令別表第２各号に該当する障害の程度とは次によるものとする。 

⑴  視覚障害 

両眼の視力の和が０．０４以下のもの 

ア 試視力表の標準照度は、２００ルクスとする。 

イ 屈折異常のある者については、矯正視力によって測定するが、矯正視力とは、眼科的 

に最も適当な常用しうる矯正眼鏡（コンタクトレンズを含む。）によって得られた視力 

をいう。 

ウ 両眼の視力の和とは、両眼視によって累加された視力ではなく、両眼のそれぞれの視 

力を別々に測定した数値の和をいう。 

⑵ 聴覚障害 

両耳の聴力レベルが１００デシベル以上のもの 

ア 聴力レベルは、オージオメータ（ＪＩＳ規格又はこれに準ずるオージオメータ）によ 

って測定するものとする。 

     ただし、聴覚の障害により、障害年金を受給しておらず、かつ、身体障害者手帳も取

得していない者に対し、令第１条第２項に該当する診断を行う場合には、オージオメー
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タによる検査に加えて、ＡＢＲ検査（聴性脳幹反応検査）等の他覚的聴力検査又はそれ

に相当する検査を実施する。また、その結果（実施した検査方法及び検査所見）を診断

書に記載し、記録データのコピー等を提出（添付）するものとする。 

イ 聴力レベルのデシベル値は、会話音域すなわち周波数５００、１０００、２０００ヘ 

ルツの純音のデシベル値の平均値とする。平均値は周波数５００、１０００、２０００ 

ヘルツにおける純音の各々のデシベル値をａ、ｂ、ｃとした場合、次の算式により算出 

する。 

ａ+２ｂ+ｃ 

  ４ 

なお、この場合、ａ、ｂ、ｃのうちいずれか１又は２が測定不能のとき（１００デシ 

ベルの音も聴取できない場合）は、当該部分のデシベル値を１０５デシベルとし上記算 

式に計上し聴力レベルを算定する。 

   ウ 聴覚の障害により、障害年金を受給しておらず、かつ、身体障害者手帳も取得してい

ない者に対し、令第１条第２項に該当する場合は、オージオメータによる検査結果のほ

か、ＡＢＲ検査（聴性脳幹反応検査）等の他覚的聴力検査又はそれに相当する検査結果

を把握して、総合的に認定する。 

 

⑶ 両上肢の機能障害 
両上肢の機能に著しい障害を有するもの又は両上肢のすべての指を欠くもの若しくは両 

上肢のすべての指の機能に著しい障害を有するもの 
ア 両上肢の機能に著しい障害を有するものとは、おおむね両上肢のそれぞれについて肩、 
肘及び手の３大関節中いずれか２関節以上が用を廃する程度の障害を有するものをいう。 
この場合において、関節が用を廃する程度の障害を有するとは、各々の関節が強直若し 
くはそれに近い状態（可動域１０度以下）にある場合又は関節に目的運動を起こさせる 
筋力が著減（徒手筋力テスト２以下）している場合で日常生活動作に必要な運動を起こ 
し得ない程度の障害をいう。 

ただし、肩関節については、前方及び側方の可動域が３０度以下のものは、その用を 
廃する程度の障害に該当するものとする。 

なお、この場合には上肢装具等の補装具を使用しない状態で、日常生活において次の 
いずれの動作も行うことができないものである。 
㋐ かぶりシャツの着脱（１分以内に行う） 

㋑ ワイシャツのボタンをとめる（１分以内に行う） 
イ 両上肢のすべての指を欠くものとは、それぞれの指を近位節（指）骨の基部から欠き、 
その有効長が０のものをいう。 

ウ 両上肢のすべての指の機能に著しい障害を有するものとは、指の著しい変形、麻痺に 
よる高度の脱力、関節の強直、瘢痕による指の埋没又は拘縮等により指があってもそれ 
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うえ、社会的な適応性の程度によって判断するよう努める 

(ｸ) (ｱ)から(ｷ)までの認定の対象となる精神疾患が併存しているときは、併合認定の取

扱いは行わず、諸症状を総合的に判断して認定する。 

イ 精神の障害の程度については、日常生活において常時の介護又は援助を必要とする程 

度以上のものとする。 
ウ 知的障害の程度については、知的機能の発達程度のほか、適応行動上の障害を十分勘 
案のうえ、別表に掲げる知的機能の程度により判定するものとし、年齢階層別の障害が 
最重度とされるものについては令別表第２第７号に該当するものとする。 

なお、この場合における知的障害の程度は、標準化された知能検査による知能指数が 
おおむね２０以下に相当する。 

エ アの症状を有するもので、次の日常生活能力判定表の各動作及び行動に該当する点を 
加算したものが１０点以上の場合にイに該当するものとする。 

 

日常生活能力判定表 

動作及び行動の種類 ０ 点 １ 点 ２ 点 

１ 食事 

２ 用便（月経）の始末 

３ 衣服の着脱 

４ 簡単な買物 

５ 家族との会話 

６  家族以外の者との会話 

７ 刃物・火の危険 

８ 戸外での危険から身を

守る（交通事故） 

ひとりでできる 

ひとりでできる 

ひとりでできる 

ひとりでできる 

通じる 

通じる 

わかる 

守ることができる 

介助があればできる 

介助があればできる 

介助があればできる 

介助があればできる 

少しは通じる 

少しは通じる 

少しはわかる 

不十分ながら守ることが

できる 

できない 

できない 

できない 

できない 

通じない 

通じない 

わからない 

守ることができ

ない 

 
２ 令第１条第２項第２号に該当する障害 

    令第１条第２項第２号に該当する障害の程度とは、次のいずれかに該当するものとする。 
⑴ 令別表第２第１号から第７号までのいずれか１つの障害を有し、かつ、次表に規定する 
身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害を重複して有するもの 

１

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

 

両眼の視力の和が０．０５以上０．０８以下のもの 

両耳の聴覚レベルが９０デシベル以上のもの 

平衡機能に極めて著しい障害を有するもの 

そしゃく機能を失ったもの 

音声又は言語機能を失ったもの 

両上肢のおや指及びひとさし指の機能を全廃したもの又は両上肢のおや指及びひとさし指を

欠くもの 
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７ 

 

８ 

９ 

10 

 

 

11 

１上肢の機能に著しい障害を有するもの又は１上肢のすべての指を欠くもの若しくは１上肢

のすべての指の機能を全廃したもの 

１下肢の機能を全廃したもの又は１下肢を大腿の２分の１以上で欠くもの 

体幹の機能に歩くことができない程度の障害を有するもの 

前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状が前

各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生活が著しい制限を受けるか、又は日常

生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のもの 

精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの 

 
前記の各号に該当する障害は、次によるものとする。 

ア 第１号について 

     視力の測定については、１の⑴のアからウによること。 

なお、視野障害において、両眼の視野がそれぞれ１０度以内でかつ両眼による視野に 

ついて視能率による損失率が９０パーセント以上のものについては、第１０号その他疾 

患に該当するものとする。 

イ 第２号について 

     聴力レベルの測定については、１の⑵のア（ただし書を除く。）、イ及びウによるこ

と。 

ウ 第３号について 

(ｱ) 平衡機能の障害には、その原因が内耳性のもののみならず、脳性のものも含まれる 

ものとする。 

(ｲ) 平衡機能の極めて著しい障害とは、四肢体幹に器質的異常がない場合に、閉眼で起 

立不能又は開眼で直線を歩行中に１０メートル以内に転倒あるいは著しくよろめき、 

手すりによる歩行のみが可能なものとする。 

エ 第４号について 

(ｱ) そしゃく機能障害は、下顎骨の欠損、顎関節の強直又はそしゃくに関係のある筋、 

神経の障害等により起こるものとする。 

(ｲ) そしゃく機能を欠くものとは、歯を用いて食物をかみくだくことが不能であること 

によって流動食以外は摂取できないもの、食餌が口からこぼれ出るため常に手、器物 

等でそれを防がなければならないもの、又はそしゃく機能障害若しくは嚥下困難のた 

め、１日の大半を食事についやさなければならない程度のものとする。 

オ 第５号について 

(ｱ) 音声又は言語機能の障害とは、発音に関わる機能又は音声言語の理解と表出に関わ

る機能の障害をいい、構音障害又は音声障害、失語症及び聴覚障害による障害が含ま

れる。 

  ㋐ 構音障害又は音声障害 
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    歯、顎、口腔（舌、口唇、口蓋等）、咽頭、喉頭、気管等の発声器官の形態異常や

運動機能障害により、発音に関わる機能に障害が生じた状態のものをいう。 

  ㋑ 失語症 

    大脳の言語野の後天性脳損傷（脳血管障害、脳腫瘍、頭部外傷や脳炎など）により、

一旦獲得された言語機能に障害が生じた状態のものをいう。 

     ㋒ 聴覚障害による障害 

       先天的な聴覚障害により音声言語の表出ができないものや、中途の聴覚障害によ

って発音に障害が生じた状態のものをいう。 

(ｲ) 「音声又は言語機能を失ったもの」とは、発音に関わる機能を喪失するか、話すこ

とや聞いて理解することのどちらか又は両方がほとんどできないため、日常会話が誰

とも成立しないものをいう。 

    (ｳ) 構音障害、音声障害又は聴覚障害による障害については、発音不能な語音を評価の

参考とする。発音不能な語音は、次の４種について確認するほか、語音発語明瞭度検

査等が行われた場合はその結果を確認する。 

     ㋐ 口唇音（ま行音、ぱ行音、ば行音等） 

     ㋑ 歯音、歯茎音（さ行、た行、ら行等） 

     ㋒ 歯茎硬口蓋音（しゃ、ちゃ、じゃ等） 

     ㋓ 軟口蓋音（か行音、が行音等） 

(ｴ) 失語症については、失語症の障害の程度を評価の参考とする。失語症の障害の程度

は、音声言語の表出及び理解の程度について確認するほか、標準失語症検査等が行わ

れた場合はその結果を確認する。 

(ｵ) 失語症が、音声言語の障害の程度と比較して、文字言語（読み書き）の障害の程度

が重い場合には、その症状も勘案し、総合的に認定する。 

(ｶ) 喉頭全摘出手術を施した結果、発音に関わる機能を喪失したものについては、「音

声又は言語機能を失ったもの」に該当するものと認定する。 

(ｷ) 歯のみの障害による場合は、補綴等の治療を行った結果により判定する。 

(ｸ) 音声又は言語機能の障害（特に構音障害）とそしゃく・嚥下機能の障害とは併存す

ることが多いが、この場合には、第４号及び第５号の障害を重複して有することがあ

る、また、音声又は言語機能の障害（特に失語症）と肢体の障害又は精神の障害とは 

併存することが多いが、この場合についても、第５号と第６号から第９号まで、又は

第１１号の障害のうちいくつかを重複して有することがある。 

カ 第６号について 

(ｱ) 両上肢のおや指及びひとさし指の機能を全廃したものとは、両上肢のおや指及びひ 

とさし指の各々の関節の可動域が１０度以下のものとする。 

(ｲ) 両上肢のおや指及びひとさし指を欠くものとは、少なくとも必ず両上肢のおや指を 

欠き、それに加えて両上肢のひとさし指を欠くものである。この場合の指を欠くもの 


